
様式１ 別添１

公正取引委員会

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

平成３１年度 平成３２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：競争政策の広報・広聴等

001 国際競争組織分担金 平成１７年度 終了予定なし 0.4 0.4 0.3

 ・ＩＣＮの活動が活発であることが分か
る量的な指標を追加すれば，本事業に対
する評価の助けにもなると思われる。
（池谷修一）
・ＩＣＮへの参加意義も明確であり，そ
の運営についても問題ないと考えられ
る。（中村豪）

現状通り

　ＩＣＮの設立目的に則したＩＣＮ本来の
機能を果たすために，ＩＣＮへの財政的貢
献（３０００ドル）は，参加国として相応
の負担である。一方で，基金の運用につい
て，引き続き透明性を高めていく必要があ
るとともに，公正取引委員会が実際に果た
した役割を明確化する工夫があればより良
いと思われる。

0.3 0.3 - - 現状通り

　外部有識者及び行政事業レビュー推進
チームの所見どおり，事業内容及び要求
額を維持する。なお，基金の運用につい
て，引き続き透明性を高めるよう努める
とともに，活動指標の追加等について検
討を行う。

官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0001 - - - - - その他

002
独占禁止政策に関する地方有識者との懇談
会

昭和５４年度 終了予定なし 4.0 4.0 3.0  外部有識者点検対象外 現状通り

・広報・広聴活動の重要性に鑑みれば，本
事業は，地域のニーズを汲み上げる取組と
して必要性が高いため，継続することが妥
当である。
・懇談会の参加者へのアンケートを行うこ
とによる代替指標の拡充等を検討する必要
がある。

4.0 4.0 - - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，引き続き，本事業内容を維持す
る。また，本事業の効果を測定する代替
指標の拡充等について検討する。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0002 - - - - - 平成３０年度対象

003 独占禁止懇話会 昭和４３年度 終了予定なし 1.7 1.7 1.5  外部有識者点検対象外 現状通り

・本事業は，継続していくことが適当であ
る。ただし，外部有識者からの意見聴取の
ための他の会合との差別化，特に，独占禁
止懇話会の独自の特色を出すための方策と
して，例えば，テーマの設定，意見の活用
等について，状況に応じた工夫を行うこと
が重要である。
・代替指標がホームページ上の本事業に係
る成果物等へのアクセス数でよいのか検討
の余地があると思われる。
・本事業を通じた競争政策への国民的理解
を高めるための工夫の余地（より傍聴しや
すい方法，ツイッターの活用等）を検討す
る必要がある。

1.4 1.7 0.3 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持するが，より効果
的な意見交換が行われるようテーマ設定
等について工夫を行うとともに，代替指
標や傍聴方法等について検討を進める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0003 - - - - - 平成２７年度対象

004 競争政策研究センター 平成１５年度 終了予定なし 21.7 21.7 24.0  外部有識者点検対象外 現状通り

・本事業は，引き続き継続することが妥当
である。ただし，研究活動を行う組織であ
る競争政策研究センターの特性を生かし，
先進的・挑戦的なテーマの研究により一層
注力するとともに，定量的な成果目標の設
定が困難な場合における代替指標につい
て，より明確に本事業の成果を評価できる
ものを検討することが適当と思われる。
・アウトプット指標として，公正取引委員
会ウェブサイトにおける競争政策研究セン
ターが開催した検討会に関係する情報への
アクセス件数を追加する必要があると考え
られる。

20.8 22.8 2.0 - 現状通り

・行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，事業内容を維持する。同チームの
所見を踏まえて，研究活動を行う組織で
ある競争政策研究センターの特性を生か
し，先進的・挑戦的なテーマの研究によ
り一層注力する。また，今後，より明確
に本事業の成果を評価できる指標を検討
する。
・引き続き，中長期的観点から独占禁止
法の運用や競争政策の企画・立案・評価
を行う上での理論的な基礎を強化するた
めの各種取組に必要な経費として，独占
禁止法や経済学等の専門家等の研究活動
への参画実績や国際シンポジウムにおけ
る海外の独占禁止法や経済学等の専門家
等の招へい実績等を踏まえ，2.0百万円
増額して要求した。今後も，事業の効率
的な予算執行に努める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0004 - - - - - 平成２８年度対象

005 政府規制・公的制度等に関する検討会議 昭和５５年度 終了予定なし 0.9 0.9 1.0  外部有識者点検対象外 現状通り

・競争政策の整備のために規制改革等の提
言，競争制限的な立法の抑止に資する本事
業は，引き続き重要である。
・他省庁の規制制度について，当委員会職
員だけで検討すると，理解が不十分になっ
たり，ともすると独善に陥りかねないこと
が懸念されるため，本事業を通じて第三者
の知見を活用することは有意義である。
・代替指標について，ホームページ上の検
討会議の成果物である報告書等へのアクセ
ス件数が固定的な数値目標となっている
が，柔軟に考える余地があると考えられ
る。一方で，同アクセス件数が仮に少なく
目標値に達していない状況となっても直ち
に問題とはならないと考える。なぜなら，
有識者からの意見の質と量によって本事業
が評価されるべきだからである。
・代替指標について，各省の政策への反映
の状況などを新たに追加することを検討し
てもよいと思われる。

0.9 1.1 0.2 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見ど
おり，引き続き本事業を継続することが
適当と考える。一方で，同推進チームの
所見を踏まえ，新たな代替指標の設定を
含めて検討を進める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0005 - - - - - 平成２９年度対象

008 広報アドバイザリー事業 平成３０年度 終了予定なし 3.5 3.5 4.0

 ・本事業は，新しい試みとして大変有用
だと評価する。一方で，今後はフォロ
ワーを分析するとともに，広報の対象を
見究めつつ推進することが適切と考え
る。（池谷修一）
・ＳＮＳに集中したアドバイスは，現時
点では，有効であると評価できる。（田
邊國昭）
・広報の在り方という効果の示し方が難
しいものでありながら，具体的な事例を
踏まえた説明によって本事業の意義が分
かりやすかった。これらを含め，多面的
な評価の在り方を検討することが適切と
考えられる。（中村豪）

現状通り

・情報発信におけるソーシャルメディアの
重要性が増しており，効果的な広報活動を
行うためには本事業が必要である。また，
本事業を通じて，実際のＳＮＳに応じたア
ドバイスを経常的に得ることのできる機会
の確保は重要である。
・本事業は，本年度から予算が減額された
ため限りがあるので，必要に応じて年度ご
とに重点的に取り組む対象を変えるなどの
工夫が必要と思われる。
・本事業の有効性や事業存続の必要性をよ
り深く検討する観点から，アドバイスによ
り情報発信が改善したかどうかについて，
より客観的に評価する代替指標の追加を検
討する必要がある。具体的には，インプ
レッションの増加率やインプレッションが
増加した投稿数等である。

1.0 1.0 - - 現状通り

　外部有識者及び行政事業レビュー推進
チーム会合の所見のとおり，効果的な広
報活動を行うためには本事業を継続して
実施する必要がある。一方で，必要に応
じて年度ごとに重点的に取り組む対象を
変えるなどの工夫をするとともに，本事
業の客観的評価に資する代替指標の追加
等を検討する。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

新
30

- 0001 - - - - - 前年度新規

施策名：消費税の円滑かつ適正な転嫁の確
保

006 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る
事業者向け広報等

平成２５年度 平成３２年度 49.1 49.1 47.2

 ・本事業は，毎年度実施しているとこ
ろ，消費税率が１０%へと引上げが予定さ
れている本年度においては，バナー広告
等により広報の手段・対象を明確にして
実施しているのは良いと評価する。（池
谷修一）
・事業者向けの広報の必要性は減じるこ
とはない。ただし，認知度の向上，理解
度の向上に向けて絶えずＰＲの方法を
チェックし，有効性を高めることが不可
欠であると思われる。（田邊國昭）
・広報の内容がより持続的に事業者の印
象に残るよう今回お示しいただいた広告
手段等を含め，今後の対応を検討するこ
とが適切と考えられる。（中村豪）

現状通り

・消費税の転嫁拒否行為の未然防止のため
に重要な役割を果たす本事業は，消費税転
嫁対策特別措置法が存続する限り必要であ
る。
・消費税率の引上げ時の広報も重要である
が，引上げ時に限らず，継続して広報を行
うことが効果的と考えられるため，継続実
施が必要な事業である。
・広告手段については，効果が高いものを
適切に選定していくことが必要であると思
われる。

60.2 38.7 ▲ 21.5 ▲ 21.5 縮減

・外部有識者会合及び行政事業レビュー
推進チームの所見のとおり，本事業は継
続して実施する。
・広報内容が持続的に事業者の印象に残
るように効果が高い広告手段の選定等に
ついて検討を進める。
・予算規模については，令和2年度概算
要求においては，執行実績を踏まえた見
直しにより，更なる経費の効率化（反映
額：消費税転嫁等対策業務旅費▲0.3百
万円）を図るとともに，消費税転嫁等対
策業務庁費について，本年10月の消費税
率引上げを踏まえて増額された予算額
（要請文書の発出，メディア広報拡充
分）21.2百万円を減額する。

経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

- 0006 - - - - - その他

007
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る
大規模書面調査

平成２６年度 平成３２年度 475 475 370

 ・インターネットを用いた回答方法につ
いて更に検討することを期待する。（池
谷修一）
・消費税の転嫁を確保するため，書面調
査が必要であることは疑いないが，より
答えやすく，また，費用がよりかからな
い方法を前年度までの経験を踏まえて，
探求することが必要である。（田邊國
昭）
・Ｗｅｂに入力するアドレスをＱＲコー
ドにする等，Ｗｅｂ調査を活かす工夫を
検討することが適当である。（中村豪）

現状通り

・本年度は，消費税率の引上げに備え，徹
底して情報収集ができるよう有効な調査実
施が望まれる。
・事業の最終年度を令和２年度としている
が，最終年度の見直し，つまり，令和３年
度以降も実施することを考えることが必要
である。
・既に工夫が見られるところであるが，回
答者の負担がより小さくなる方法や，イン
ターネットを用いた回答数を増やすための
工夫について検討した方がよいと考える。
・書面調査を送ること自体が目的化しない
ように，事件の迅速処理に留意すべきであ
る。

545 455 ▲ 90 ▲ 90 縮減

・外部有識者会合及び行政事業レビュー
推進チームの所見を踏まえ，本事業は継
続して実施する。
・引き続き，書面調査への回答に対する
ヒアリング等を通じ，より効率的かつ効
果的な端緒情報の発掘に努める。
・インターネットを用いた回答数を増や
すための工夫等については，引き続き検
討する。
・令和３年度以降の書面調査の在り方，
取締り体制の在り方等について，引き続
き検討する。
・予算規模については，令和２年度予算
要求においては，合理化・効率化の観点
から経費の節減（反映額：▲90百万円
（事務的経費の見直し））を図った。
  なお，同経費節減の結果として，令和
元年度に引き続き，消費税率の引上げ後
の転嫁拒否等の情報を積極的かつ効果的
に収集するために，特定事業者（買手
側）に対する書面調査を実施するための
費用（68百万円）を要求した。

経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

- 0007 - - - - - その他

556 556 451 634 525 ▲109 ▲112

10,178 10,178 10,010 10,756 11,446 690

10,734 10,734 10,461 11,390 11,971 581

（単位：百万円）

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

平成３１年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３２年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

合　　　　　計

一般会計

３つ目

1/2
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※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

平成３１年度 平成３２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成３１年度の点検の結果、事業を廃止し平成３２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成３１年度の点検の結果、見直しが行われ平成３２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成３１年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成３２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成３１年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成２９年度対
象」、「平成３０年度対象」と記載する。なお、平成３１年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

2/2



様式２

平成３１年度新規事業

公正取引委員会
※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

３つを超える場合

一般会計

○○特別会計○○勘定

　　　〃　　○○勘定

担当部局庁

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名
平成３１年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

平成３２年度
要求額

備　　考 会計区分 項・事項

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

該当なし



様式３

平成３２年度新規要求事業

公正取引委員会
※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。 （単位：百万円）

一般会計
○○特別会計○○勘定
　　　〃　　○○勘定

会計区分

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

平成３２年度
要求額

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査

科学技術関係予算の集計に
向けた分類番号案

該当なし
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様式４

公正取引委員会

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

平成３１年度 平成３２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成３１年度の点検の結果、事業を廃止し平成３２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成３１年度の点検の結果、見直しが行われ平成３２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成３１年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成３２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

公開プロセス結果の平成３２年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度
差引き

反映状況

合　　　　　計

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名 備　考

公開プロセス

取りまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

該当なし
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様式５

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。 (単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、平成３０年度に実施した事業数であり、平成３１年度から開始された事業（平成３１年度新規事業）及び平成３２年度予算概算要求において新規に要求する事業（平成３２年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成３１年度の点検の結果、事業を廃止し平成３２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成３１年度の点検の結果、見直しが行われ平成３２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成３１年度の点検の結果、平成３２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

「縮減」

2

行政事業レビュー点検結果の平成３２年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
平成３０年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
３２年度
要求額

「縮減」
平成３０年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」

注５．「(参考)３２年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（平成３０年度実施事業、平成３１年度新規事業、平成３２年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - -- - -2 525▲112▲112 -- 8 -

「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
３２年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

平成３０年度
実施事業数

▲112

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

-- -公 正 取 引 委 員 会 8 - - 2


